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２０１７年９月号 

本月報はルーマニアの報道をもとに，日本大使館がとりまとめたものです。 

平成２９年１０月１３日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

（AG：アジェルプレス通信，ZF：ズィアルル・フィナンチアル紙，NO：ナインオクロック紙） 

主要ニュース 

【内政】●破棄院は，職権濫用の嫌疑で起訴されているドラグネアＰＳＤ党首（下院議長）の判決公判を延期す

ることを発表した。 

    ●ＤＮＡは，シャイデ副首相兼地域開発相及びプルンブ欧州基金担当相に対する刑事訴追手続きを開始

した。 

【外政】 ●ハンガリー政府は，トゥルグ・ムレシュ市のカトリック系高校の閉鎖を受けて，ルーマニアのＯＥＣ

Ｄ加盟支持を停止することを発表した。 

●ウクライナ最高会議での新教育法の採択を受けて，ヨハニス大統領は，１０月に予定していたウクラ

イナ訪問を取りやめた。 

【経済】●ルーマニアの２０１７年第２四半期のＧＤＰ成長率（速報値）は，対前年同期比５．９％（季節調整 

     前），５．７％（季節調整後）。２０１７年上半期は５．８％(季節調整前)，５．７％(季節調整後)。 

    ●８月末のルーマニアの財政収支は約６５億３，４９０万レイ（約１４億５，２２０万ユーロ），対ＧＤ

Ｐ比で０．７８％の赤字であった。 

    ●予算の見直しが行われ，政府は，１３日に第１次修正予算案を承認した。財政赤字目標はＧＤＰ比２．

９５％（ＥＳＡ基準）で不変。また，経済成長率は，５．２％から５．６％に上方修正された。 

    ●１５日より，すべての燃料について物品税が０．１６レイ／リットル上昇した。１０月１日には，再

度０．１６レイ／リットルの増税が行われた。 

【我が国との関係】●ラウファー・ビジネス環境・貿易・起業相が訪日し，「ルーマニア投資セミナー」に参加し

た。 

 

内政 

■ドラグネアＰＳＤ党首に対する判決公判の延期 

・５日，破棄院（注：我が国の最高裁に相当）は，ド

ラグネアＰＳＤ（社会民主党）党首に対する職権濫用

の罪（テレオルマン県議会議長時代の公金流用事案）

の公判を担当している裁判官１名が退職したことを理

由に，欧州人権裁判所規則に従い，同党首に対する審

理をやりなおすことを発表した。審理のやりなおしは，

裁判官による証拠集めの段階から再開され，１０月３

日に改めて罪状認否が行われることなった。 

２０１６年７月，職権濫用の罪で起訴されたドラグ

ネア党首に対する公判は２０１７年１月に開始されて

おり，予定通りに審理が進めば本年９月にも判決が言

い渡されると報じられていた。新たな判決言い渡し時

期は現時点では未定だが，少なくとも今後１０か月間

は，証人尋問等が行われるとされている。 

 

■トゥドセ内閣閣僚に対する刑事訴追 

・２２日，ＤＮＡ（国家汚職対策局）は，シャイデ副
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首相兼地域開発相及びプルンブ欧州基金担当相に対す

る刑事訴追手続きを開始した。 

 両大臣に対する嫌疑は，ドナウ川の中州であるベリ

ナ島のテレオルマン県への所有権移転が法律ではなく

政府決定により行われた事案に関し，当時のシャイデ

地域開発次官及びプルンブ環境相に職権濫用があった

のではないかというもの。 

 ベリナ島の所有権はその後，ドラグネアＰＳＤ党首

と関係が深いと言われているTeldrum社に移転されて

おり，報道では，同刑事訴追の真の目的はドラグネア

党首の刑事責任を追及すること事にあるのではないか

とされている。 

 これに対し，タリチャーヌ上院議長（ＡＬＤＥ（自

由民主主義同盟）党首）は，２３日，「クーデターで

ある」旨述べてＤＮＡの動きを批判したほか，ドラグ

ネア党首も，２４日，メディアに対し，「ＰＳＤ崩壊

を狙った内閣に対する暴力的攻撃である」として同刑

事訴追を批判した。 ヨハニス大統領は，２６日，両大

臣は，辞任し，刑事手続きに服すべきであるとの立場

を示した。 

 

■国防相の交代 

・５日，ツツイアヌ国防相は，国防省予算の逼迫によ

り職員に対する給与を支払うことができなくなったと

して辞任した。報道では，同前国防相の辞任の背景に

は，①大統領府と政府との対立（国防費２％を死守し

たい大統領府と財政的逼迫から同公約に縛られること

を敬遠したい政府），②ツツイアヌ前国防相とトゥド

セ首相との対立（ツツイアヌ前国防相がドラグネアＰ

ＳＤ党首に近い人物であるのに対して，トゥドセ首相

は同党首とは距離を置く立場にあると言われる），③

ツツイアヌ前国防相が力を付けていくことを恐れたド

ラグネア党首の意向（同党首は党内に自らの立場を脅

かす存在が現れることを恐れているとされる）などが

あるのではないかと憶測が流れた。 

・１２日，ツツイアヌ前国防相の後任にフィフォル前

経済相が，フィフォル前経済相の後任にシモン下院議

員（ＰＳＤ）がそれぞれ就任した。フィフォル新国防

相は，ドラグネア党首の右腕とも称される人物。 

 

■ＵＤＭＲによる連立与党との閣外協力維持確認 

・６日，ＵＤＭＲ（ハンガリー人民主同盟）執行部は，

同党として，今後６か月間は，引き続き連立与党（Ｐ

ＳＤ＋ＡＬＤＥ）との閣外協力を維持することを決定

した旨発表した。他方，同執行部はＵＤＭＲとして連

立与党参加には拘らないとの立場を改めて表明した。 

 

■その他 

【ポンタ元首相による新党立ち上げ】 

・３日，ポンタ元首相（下院議員。元ＰＳＤ党首）は，

コンスタンティン元副首相兼環境相（下院議員。元Ａ

ＬＤＥ共同党首）等と共に記者会見を開き，新党「プ

ロ・ルーマニア」の立ち上げを発表した。「プロ・ル

ーマニア」は，社会自由主義政党として，既存の政党

（ＰＳＤ，ＡＬＤＥ，ＰＮＬ（国民自由党））の政策

に満足しない有権者に対して，異なる選択肢を提供す

るとしている。ポンタ元首相は６月１５日，コンスタ

ンティン元副首相は５月４日，それぞれ所属していた

ＰＳＤ，ＡＬＤＥから除名処分を受けていた。 

 

【野党による閣僚不信任動議提出】 

・１３日，野党ＰＮＬ及びＵＳＲ（ルーマニア救出同

盟）が提出したトアデル法務相不信任動議が採決に付

され，賛成１０４票，反対１６２票，棄権７票で否決

された。 

・１８日，野党ＰＮＬが提出したポップ教育相不信任

動議が議会上院で採決に付され，賛成４１票，反対６

８票，棄権９票で否決された。 

・２６日，野党ＰＮＬ及びＵＳＲは，クク運輸相不信

任動議を提出した。 

 

【司法関連法改正案を巡る動き】 

・２８日，司法最高評議会は，８月３０日に法務省が

公表した司法関連法改正案に反対するとの諮問意見を

採択した。 

 

■世論調査結果 

・２６日当地報道は，世論調査機関ＳＯＣＩＯＰＯＬ
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（中道左派寄り）が実施した支持政党等に関する世論

調査結果について報じた。括弧内は前回７月の調査結

果。 

【支持政党】 

ＰＳＤ             ５１％（５７％） 

ＰＮＬ             ２７％（２４％） 

ＵＳＲ              ７％（ ２％） 

ＡＬＤＥ             ６％（ ４％） 

ＵＤＭＲ             ４％（ ２％） 

ＰＭＰ（国民の運動党）       ３％（ ４％） 

 

【公的人物の信頼度】 

アラファト内務次官       ６０％（５７％） 

ヨハニス大統領         ３０％（２５％） 

フィレア・ブカレスト市長    ２９％（２９％） 

ドラグネア下院議長       ２３％（１１％） 

トゥドセ首相          ２２％（ ＮＡ ） 

タリチャーヌ上院議長      ２１％（２０％） 

ポンタ元首相          １５％（１７％） 

オルバンＰＮＬ党首        ９％（１３％） 

  

外政 

■主な要人往来 

・４－５日，メレシュカーヌ外相は，スロベニアで開

催されているブレッド戦略フォーラムに出席した。 

・６日，プルンブ欧州基金担当相は，ブカレストを訪

問したレグネール・スウェーデン子ども・高齢者・男

女平等相と会談を行った。 

・１３日，メレシュカーヌ外相は，ブカレストを訪問

したクルスティチェビッチ・クロアチア副首相兼国防

相と会談を行った。 

・１８日，キング安全保障同盟担当欧州委員は，ブカ

レストを訪問し，トアデル法務相，トゥドセ首相等と

個別に会談を行った。 

・１８－２２日，ヨハニス大統領は，ニューヨークで

開催された第７２回国連総会に出席した（国連関係参

照）。 

・２５日，ジョンソン英外相は，ブカレストを訪問し，

メレシュカーヌ外相と会談を行った。 

・２８日，カンドゥ・モルドバ議会議長は，ブカレス

トを訪問し，ヨハニス大統領及びメレシュカーヌ外相

と，個別に会談を行った。 

・２９日，ヨハニス大統領は，エストニアで開催され

た欧州理事会非公式会合「タリン・デジタル・サミッ

ト」に出席した。 

 

■欧州難民問題 

・９日，約１００人の難民を乗せた漁船が，ルーマニ

アの黒海沿岸付近で発見された。また，報道によると，

ティミショアラ県のセルビア国境付近においても，数

十名のグループが見つかっている。 

・１２日，ルーマニア国境警察は，黒海沿岸から数十

キロ離れた海上を漂う難民船を保護した。イラク，イ

ラン等からの難民約１５０名は，国境の専用施設に移

送された。 

・１５日，ダン内務相は，ルーマニア国内に流入した

難民について，潜在的リスクではあるものの，特別な

施設等で監視下にあると述べた。現在，ルーマニア国

内にいる約２０００人の難民のうち，１３００人はセ

ルビア経由，３００人はブルガリア経由，そして，４

００人は黒海経由で入国している。 

・２２日，主にイラクからの難民を乗せた船がトルコ

からルーマニアに向かう黒海海上で難破し，２１名が

亡くなった。 

 

■ハンガリー関係 

・６日，ハンガリー外務貿易省は，ルーマニアのＯＥ

ＣＤ加盟支持を停止することを発表すると共に，ラズ

ルカ駐ハンガリー・ルーマニア大使を外貿省に召還し

た。同発表は，ルーマニアのトゥルグ・ムレシュ市所

在のカトリック系高校（主にハンガリー系住民の子弟

が通学）がルーマニア司法当局の判断によって閉鎖さ

れたことを受けたもの。 

・２３日，ドラグネア社会民主党党首は，オルバン・

ハンガリー首相と電話会談を行い，トゥルグ・ムレシ

ュのカトリック系高校閉鎖の問題の解決を約束すると

共に，ハンガリーによるルーマニアのＯＥＣＤ加盟の

再指示の約束を取り付けた。 
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■ウクライナ関係 

・７日，ルーマニア外務省は，５日にウクライナ最高

会議が採択した新教育法に対する懸念を表明するプレ

スリリースを発出した。新教育法は，同法７条におい

て少数民族の言語による教育について規定している

（少数民族の母語による教育を禁じる）。 

・１９日，メレシュカーヌ外相は，国連総会出席のマ

ージンで，クリムキン・ウクライナ外相と会談を行い，

ウクライナの新教育法に対する懸念を表明した。 

・２１日，ヨハニス大統領は，ウクライナ最高会議に

よる新教育法の採択への抗議として，１０月に予定さ

れていたウクライナ訪問を取りやめることを発表した。 

 

■シェンゲン加盟問題 

・１３日，ユンカー欧州委員会委員長は，欧州議会に

おける一般教書演説の中で，ルーマニア及びブルガリ

アのシェンゲン加盟が即時に承認されることを提案し

た。 

・１３日，クレツ地域政策担当欧州委員（ルーマニア

出身）は，ルーマニアのシェンゲン加盟に関して，具

体的な工程表はないものの，本年１２月後半の欧州理

事会において，議論が行われることを期待していると

述べた。  

・１４日付当地報道は，ユンカー委員長が，ルーマニ

ア及びブルガリアのシェンゲン加盟を提案したことに

対し，ドイツ，オランダ及びオーストリアが否定的な

反応を示したことを報じた。 

・２７日，欧州委員会は，早期に，ルーマニア及びブ

ルガリアをシェンゲン加盟国として承認するように求

める政策文書を公表した。 

 

■国連関係 

・１８－２２日，ヨハニス大統領は，ニューヨークで

開催された第７２回国連総会に出席し，ストルテンベ

ルグＮＡＴＯ事務総長，ライチャーク国連総会議長，

カリユライド・エストニア大統領，エルシーシ・エジ

プト大統領，フィリプ・モルドバ首相等と会談を行っ

た。 

・２０日には国連総会における一般討論演説を行い，

法の支配に基づく国際秩序や国連強化の必要性につい

て訴えた。また，２１日には，グテーレス国連事務総

長と会談し，ルーマニア訪問を招請した。 

・１８日，メレシュカーヌ外相は，トランプ米大統領

主催の国連改革に関するハイレベル会合に出席した。 

・２０日，メレシュカーヌ外相は，包括的核実験禁止

条約発効促進会議に出席した。 

 

■北朝鮮関係 

・３日，ルーマニア外務省は，北朝鮮が行った核実験

を厳しく非難する声明を発出した。 

・１５日，ルーマニア外務省は，北朝鮮による弾道ミ

サイル発射実験を非難するプレスリリースを発出した。 

 

■軍事・安全保障関係 

・４～２２日，約１００名の兵士で構成されるルーマ

ニア軍部隊が，ドイツで実施された多国籍軍事演習「Ｖ

ｉｇｕｒｏｕｓ Ｗａｒｒｉｏｒ １７」に参加した。 

・１２日，チューカ統合参謀長は，ルーマニアを訪問

したYi Xin中国国家中央軍事委員会科学・技術部副部

長（中将）と会談した。 

・１７－２２日，フィフォル国防相は，米国を訪問し

た。１９日にマティス米国防長官と会談し，米国のル

ーマニアにおける確固とした関与に謝意を表明すると

共に，国防予算を今後１０年間対ＧＤＰ比２％の水準

で維持することを確認した。２１日には，米防衛関連

企業の関係者と会談を行った。 

・２２－２４日，フィフォル国防相は，カナダを訪問

し，サージン加国防相と会談した。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【７月分統計】 

（１）鉱工業 

 ６月 ７月 

工業生産高  １１．１％ ８．２％ 
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工業売上高(名目)  ８．９％ ９．９％ 

工業製品物価指数 ２．５％ ３．０％ 

新規工業受注高(名目)  ２．６％ １２．３％ 

工業生産高が減速。新規工業受注高(名目) が加速。 

 

（２）販売 

 ６月 ７月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
６．５％ １０．１％ 

自動車・バイク売上高 １２．０％ ９．９％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

３．１％ 

EU２８か国 

３．１％ 

ユーロ圏 

２．６％ 

EU２８か国 

２．７％ 

小売業の売上高(自動車・バイクを除く)が加速。自

動車・バイク売上高が減速。 

なお，７月の小売業売上高（ユーロスタット）対前

年同月比では，スロベニア（＋１０．０％）が最も増

加し，次いでルーマニア（＋８．８％）及びポーラン

ド（+７．９％）。 

 

（３）その他 

建設工事 ６月 ７月 

▲９．６％ ▲６．２％ 

建設工事がわずかに回復。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

６月 ７月 

€５０億６,５００万 

(２．５％) 

€５２億２,４５０万 

(８．６％) 

RON２３１億３,１１０万 

(３．７％） 

RON２３９億６１０万 

(１０．５％） 

輸

入 

€６４億３，５４０万 

（１４．２％） 

€６２億１，１３０万 

（１４．０％） 

RON２９３億８,４７０万 

（１５．４％） 

RON２８４億１,６６０万 

（１６．０％） 

  

【１月～７月分統計】 

（１） 鉱工業 

 ６月 ７月 

工業生産高  ８．９％ ８．７％ 

工業売上高(名目)  １０．４％ １０.４％ 

新規工業受注高(名目)  １１．３％ １１．５％ 

 

（２）販売 

 ６月 ７月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
７．３％ ８．１％ 

自動車・バイク売上高 １４．７％ １３．９％ 

 

（３）その他 

建設工事  ６月 ７月 

▲８．７％ ▲８．１％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

６月 ７月 

€３０８億７,７８０万 

(９．６％) 

€３６１億１８０万 

(９．４％) 

RON１,４００億２,６５０万 

(１０．６％） 

RON１,６３９億３,０１０万 

(１０．６％） 

輸

入 

€３６７億１,５５０万 

（１２．４％） 

€４２９億２,５９０万 

（１２．６％） 

RON１,６６５億２,７１０

万 

（１３．５％） 

RON１,９４９億３,９３０万 

（１３．８％） 

貿

易

収

支 

▲€５８億３，７７０万 

（▲€１３億５,４２０万） 

▲€６８億２，４１０万 

（▲€１７億６０万） 

▲RON２６５億６０万 

（▲RON６３億７,２２０万） 

▲RON３１０億９２０万 

（▲RON８０億８９０万） 

 

 【８月分統計】 

・消費者物価指数  

 ７月 ８月 

全体 １．４２％ １．１５％ 

食料品価格 ２．３９％ １．５９％ 

非食料品価格 １．６７％ １．５６％ 
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サービス価格 ▲０．７８％ ▲０．４９％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．３％ 

EU２８か国 

１．５％ 

ユーロ圏 

１．５％ 

EU２８か国 

１．７％ 

８月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同

月比では，アイルランド（▲０．４％），キプロス（▲

０．５％），ギリシャ及びルーマニア（０．６％）が最

も低い。 

 

【その他統計】 

・５日，ルーマニアの２０１７年第２四半期のＧＤＰ

成長率（速報値）は，対前年同期比５．９％（季節調

整前），５．７％（季節調整後）。２０１７年上半期は

５．８％(季節調整前)，５．７％(季節調整後)。２０

１７年第２四半期のＧＤＰ成長率（速報値）は，対前

期比１．６％（季節調整前）であった。(ＩＮＳ) 

・７日，ルーマニアの２０１７年第２四半期のＧＤＰ

成長率５．７％(季節調整後)は，ＥＵ内で最も高い記

録となった。次に高かったのはエストニア(５．２％)，

ラトビア(４．８％) 。ＥＵ２８か国のＧＤＰ成長率は

対前年同期比で２．４％であり，ユーロ圏（ＥＡ１９）

は２．３％であった。（ユーロスタット） 

 

■産業界の動向 

・１日，フランス自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）に

よると，８月におけるフランスでのダチア新規登録台

数は７，７９２台になり，対前年同月比で＋２１．８％

増加した。フランスの自動車市場全体は＋９．４％増

加した。１月～８月にかけては，ダチア新規登録台数

は８万３８８台になり，対前年同期比で＋５．０％増

加した。１月～８月にかけて，フランスの自動車市場

全体は＋４．２％増加した。 

・５日，イギリス自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）に

よると，８月におけるイギリスでのダチア新規登録台

数は７６９台になり，前年同月の８４５台と比較して

８．９９％減少した。１～８月のイギリスでのダチア

新規登録台数は１万６，６１６台になり，前年同期の

１万５，６７６台と比べて＋６．００％増加した。１

～８月におけるイギリスでのダチアのマーケット・シ

ェアは１．０１％であり，前年同期の０．９３％から

０．０８％ポイント増加した。 

・１２日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（Ｄ

ＲＰＣＩＶ）によると，８月の新車登録台数は１５，

５３１台に達し，対前年同月比で１．５８％減少した。 

・１４日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると，

８月におけるヨーロッパでのダチア自動車新規登録台

数は３万１，５６０台となり，対前年同月比で＋１６．

４％増加した。１～８月にかけては，ダチア自動車新

規登録台数は３１万４，５８２台となり，対前年同期

比で１１．０％増加した 。 

・２０日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会(ＡＰ

ＩＡ)によると，１～８月の車両販売台数は９７，６０

５台で，対前年同月比で１１．６％増加した。２０１

７年１～８月のメーカー別自動車販売は１位がダチア

(２４，００２台，市場シェア：２９．７％，対前年同

期比で＋１４．５％)で，次いでVolkswagen(８，８１

３台，市場シェア：１０．９％，対前年同期比で＋１

９．４％)，Skoda(７，２７８台，市場シェア：９．０％，

対前年同期比で＋１０．１％)，Renault（６，５７２

台，市場シェア：８．１％，対前年同期比で＋２５．

４％)，Ford（５，４４１台，市場シェア：６．７％，

対前年同期比で＋２４．７％），Opel（４，０２９台，

市場シェア：５．０％，対前年同期比で＋２１．２％））。 

 

■公共政策 

・１５日より，燃料物品税は，ガソリン，ディーゼル

等すべての燃料カテゴリーについて，０．１６レイ／

リットル上昇し，１０月１日には更に０．１６レイ／

リットル上昇した。（ＡＧ） 

・欧州基金省は，２０１７年８月末の欧州基金（２０

０７～２０１３年）執行率を９０．４４％と発表。１

月末から不変。(３０日付欧州基金省) 

 

■財政政策 

・１３日，政府は，第1次修正予算案を承認した。財

政赤字目標はＧＤＰ比２．９５％（ＥＳＡ基準）で不

変。(ＡＧ） 
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・１３日に承認された修正予算案では，経済成長率は，

当初予算案における５．２％から５．６％に上方修正

された。（公共財務省） 

・２５日，公共財務省は，８月末のルーマニアの財政

収支は約６５億３，４９０万レイ（約１４億５，２２

０万ユーロ），対ＧＤＰ比で０．７８％の赤字であった

と発表。２０１６年８月末の財政収支は約１７億３，

６５０万レイ（約３億８，５８８万ユーロ），対ＧＤＰ

比で０．２３％の赤字であった。(公共財務省) 

 

■金融等 

・１日，８月末の外貨準備高は３４９億５，５００万

ユーロ（７月末の３４６億３，６００万ユーロから増

加），金準備高は１０３．７トンで不変。(ＢＮＲ) 

・１３日，７月末の経常収支等について次のとおり発

表。 

（１） 経常収支は３６億３，１００万ユーロの赤字。

なお，前年同期には２２億２，６００万ユーロの赤字

であった。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，２３億６，９００

万ユーロ。なお前年同期は２８億６，２００万ユーロ。 

（３）中長期対外債務は，２０１６年末から０．８％

増加し，６９５億１，２００万ユーロ (対外債務全体

の７３．６％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１６年末から６．５％増

加して，２４９億２，０００万ユーロ (対外債務全体

の２６．４％) 。(ＢＮＲ) 

 

■労働・年金問題等 

・４日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，７月末の失業

率は６月末の失業率から０．０３％ポイント上昇し，

また，２０１６年７月末の失業率から０．６１％ポイ

ント低下して，４．１８％となったと発表。 

・５日，２０１７年第２四半期の人件費(労働日調整後) 

は対前期比で６．６３％増，対前年同期比で１８．５

７％増。(ＩＮＳ) 

・７日，７月の平均給与(グロス)は，３，３２９レイ(約

７２８ユーロ)で，対前月比で０．５％増加。平均給与

(手取り) は２，３９１レイ (約５２３ユーロ) で，対

前月比で１１レイ（０．５％）上昇。なお，平均給与(手

取り)が最も高かった業種は，プログラミング，コンサ

ルティング及び関連活動分野で６，００９レイ（約１，

３１５ユーロ)で，反最も低かったのは宿泊・飲食業の

１，４１８レイ（約３１０ユーロ)。(為替レートは４．

５７レイ・ユーロ)(ＩＮＳ) 

・１２日，２０１７年第２四半期の年金受給者数は，

対前期比で９，０００人減少して，５２２万５，００

０人となったと発表。なお，同期の平均年金額は，対

前期比で０．６％増加して１，０２２レイ(約２２７ユ

ーロ)。(ＩＮＳ) 

・２６日，２０１６年の人件費(労働日調整後)は一人

当たり３，４９３レイ(一人当たり約７６４ユーロ)で

あり，対前年比９．５％増。(ＩＮＳ) 

 

■格付（２０１７年１０月１３日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

    自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

・１９－２１日，ラウファー・ビジネス環境・貿易・

起業相が訪日し，「ルーマニア投資セミナー」に出席

した。 


